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○ 森林計画制度による森林整備に関する計画の体系
・ （国）全国森林計画で長期的な目標・見通し 15年
・ （県）地域森林計画で資源管理、森林整備等の目標 10年
・ （市町村）市町村森林整備計画で関連施策の方向（ゾーニング等）、森林整備の指針 10年

１ 森林計画制度について ①

計画の体系

将来の森林を望ましい状態へ誘導す
るため、森林整備に関する伐採材積等
の計画量を設定

森林区域を木材生産、水源かん養等
機能によりゾーニング区分し、その区
分ごとの関連施策の方向や、森林整備
の具体的基準※を定める

※森林整備の手法や伐採時期・量・率等の基
準

１

全国森林計画（農林水産大臣）

国レベルの森林・林業施策の方向、資源管理目標
（15年計画：５年ごとの策定）【44広域流域に区分】

地域森林計画（都道府県知事）

計画区ごとの資源管理目標、森林整備・保全の目標
（10年計画：５年ごとの策定）【全国158計画区】

市町村森林整備計画（市町村）

市町村の森林関連施策の方向、伐採・造林の指針
（10年計画：５年ごとの策定）

森林経営計画（森林所有者又は森林経営の受託者）

具体的かつ持続的に実施し得る森林経営の計画
（５年計画）【面的まとまりのある区域で計画】

（即して）

（適合して）

（適合して）

森林法第4条

森林法第5条

森林法第10条の5

森林法第11条



望ましい森林の状態を目指した森林施業の実施

[H27末］

※治山課「地域森林計画書」

育成単層林
（人工林）
140千ha

育成複層林
（混交林）
2千ha

天然生林
（主に広葉樹）
359千ha

育成単層林
（人工林）
139千ha
(▲0.6千)

育成複層林
（混交林）
5千ha(＋3千）

天然生林
（主に広葉樹）
356千ha
(▲3千)
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28.1%

0.4%

71.5%

28.0%

1.1%

70.9%

水源涵養機能、
土砂災害防止機能
等

森林の有する機能を踏まえ誘導
単一の樹冠層を構成する森林

複数の樹冠層を構成する森林

天然力を活用させ維持させる森林
２

森林計画における将来姿（計画）

○ 木材生産機能の向上のため、育成単層林（人工林）を整備
○ 公益的機能の向上のため、育成単層林と天然生林の一部を育成複層林（混交林）へ誘導

森林計画制度について ②

木材生産機能の向上



○　重視する機能区分 千ha

面積 割合

水源かん養機能 約　200 36%

山地災害防止/土壌保全機能 約　239 44%

快適環境形成機能 約　　16 3%

保健・レクレーション機能等 約　　49 9%

木材等生産機能 約　　45 8%

※　市町村森林整備計画におけるゾーニング区分で集計

※　区分がされていない森林は除く

資料：治山課調査H27.3.31時点

➀ 十日町市〔ゾーニング：水源かん養〕

青 水源かん養

➀

３

○ 水源かん養

２ 森林の機能区分について

奥地等の水源地域の森林



○　重視する機能区分 千ha

面積 割合

水源かん養機能 約　200 36%

山地災害防止/土壌保全機能 約　239 44%

快適環境形成機能 約　　16 3%

保健・レクレーション機能等 約　　49 9%

木材等生産機能 約　　45 8%

※　市町村森林整備計画におけるゾーニング区分で集計

※　区分がされていない森林は除く

資料：治山課調査H27.3.31時点

② 上越市〔ゾーニング：山地災害防止〕

②

青 山地災害防止

緑 保健・レクレーション

③ 佐渡市〔ゾーニング：
保健・レクレーション〕

③

○ 山地災害防止 、 保健・レクレーション

渓流や山腹が
崩れやすい等

４



○ 木材生産林

④ 関川村〔ゾーニング：木材生産林〕

赤 木材生産林

５

林道等から近く
成長が良い
傾斜が比較的緩い

④

○　重視する機能区分 千ha

面積 割合

水源かん養機能 約　200 36%

山地災害防止/土壌保全機能 約　239 44%

快適環境形成機能 約　　16 3%

保健・レクレーション機能等 約　　49 9%

木材等生産機能 約　　45 8%

※　市町村森林整備計画におけるゾーニング区分で集計

※　区分がされていない森林は除く

資料：治山課調査H27.3.31時点



○ 公益的機能関連の森林整備、治山の予算は、長期的には減少傾向
○ 主に川下、川中対策となる木材振興の予算は、低位で推移

３ 森林整備等に関する県の予算状況

（億円）

６

森林整備予算
・森林整備（間伐等） → 民有林造林事業
・路網整備 → 林道事業 等

木材振興予算
・加工施設、工場整備 → 構造改革事業
・住宅建設補助 → ふるさと越後の家づくり事業 等

【県予算の推移】

※ H25・26年の森林整備予算は、震災復興等で一時的に増

【主な事業】



○ 森林の持つ公益的機能の維持等のため、府県民に広く負担を求める税として37府県で導入
○ 使途は、森林整備（間伐等）、路網整備、普及啓発、里山整備等の経費に充当
○ 税収の多くが間伐等の森林整備

４ 他府県超過課税の使途や予算額

７

資料：第３回国検討会資料
（森林吸収源対策税制に関する検討会）



８

資料：第２回国検討会資料
（森林吸収源対策税制に関する検討会）

府県の超過課税の状況（超過課税の使途等について）



９

資料：第4回国検討会資料
（森林吸収源対策税制に関する検討会）
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資料：第4回国検討会資料
（森林吸収源対策税制に関する検討会）



○ 米まつ・ツガ等輸入材と県産スギの比較ではスギが最も低価格
○ 近年は輸入丸太材の取り引きは少ない

５ 県産材と外材等の価格差等 ①

11

11,600



【新潟県】
２，８９１円/㎥

【新潟県】
１１，６００円/㎥

【越後杉】管柱ＫＤ
６８，０００円/㎥

【他県杉】管柱ＫＤ
６３，０００円/㎥

【全国平均】
１３，２００円/㎥

【全国平均】
２，８０４円/㎥

【栃木県杉】管柱KD
６３，０００円/㎥

【外材米マツ】桁
６８，０００円/㎥
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等

他県産素材

外 材
他県産材

木材流通のイメージ

１県当たり素材生産量
新潟県 67千m3／年
全国平均 259千m3／年
※全国平均の1/4程度

中小の工場
が多い

他県、外材
製品が大量
に入荷

【製材価格】

県産材と競合品の木材価格

【山元立木価格】

県産材と外材等の価格差等 ②

12

１工場当たり素材消費量
新潟県 715 m3／年
全国平均 3,409 m3／年
※全国平均の1/5程度

○ 本県は製材工場の規模が小さく、木材流通のロットも小さい

【栃木県】
１２，８００円/㎥

【栃木県】
３，７００円/㎥

【素材価格】



○ 林業就業者は長期的に減少しており、高齢化率は全産業に比べて高い傾向

６ 高齢化、担い手不足の状況

13

資料：国勢調査
注１：H19「日本産業分類」の改訂により、H22から林業事業体の事務職員が追加された
注２：高齢化率とは、65歳以上の就業者の割合

新潟県の林業就業者の推移



○ 一般県民が参加する森づくりの活動や県産材の利用促進に関するイベントなど様々な機会
を捉えて、森林の持つ多面的機能の大切さを普及・啓発

○ また、子供たちに対しては地域や学校単位で結成された「緑の少年団」の森林・林業体験
活動や、総合学習の時間などを通じて森林の持つ様々な機能と森林の大切さを普及・啓発

７ 県民周知の状況

対 象 内 容 27年度実績
■一般向け ■記念植樹、企業の森づくり等

○植樹など
■森林・林業に関する講話
○森林の公益的機能、森林の育て方など
■森林整備体験、自然散策
○山の手入れ講習会
○森林散策ツアー、木工体験など

■参加人数
約1万9千人

■小中学校
など

■森林・林業に関する講話
○森林の公益的機能、森林の育て方など
■森林整備体験指導
○山の手入れ体験 ○木工体験など
■野外教育の指導
○自然観察会 ○森林の調査など
■緑化活動
○緑の少年団活動 ○地域の植樹祭など

■開催数
71回
■参加人数
約3千人

普及・啓発状況（森林の役割等）〔27実績〕

資料：林政課調査
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